
 
 

2022 年４月 11 日 

 

各  位 会 社 名 タ マ ホ ー ム 株 式 会 社 

住 所 東 京 都 港 区 高 輪 三 丁 目 2 2 番 ９ 号 

代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長 玉木 伸弥  

（コード番号：1419） 

問 合 わ せ 先 常 務 取 締 役 管 理 本 部 長 竹下 俊一 

TEL. 03-6408-1200 

 

 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）および債権放棄に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において連結子会社であるタマホーム不動産株式会社（以下「タマホ

ーム不動産」といいます。）を吸収合併すること（以下「本合併」といいます。）を決議いたしまし

たので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本合併は、当社が 100％出資する連結子会社を対象とする簡易合併であるため、開示事項・内

容を一部省略しております。 

 

記 

 

１．本合併の目的 

タマホーム不動産は、これまで不動産の売買仲介に関わる総合不動産サービスを展開してきまし

たが、業績不振が継続しており、黒字化の見通しも不透明であるため、今般本事業を終了し、タマ

ホームグループの不動産事業における経営資源の「選択と集中」を推し進め、当社に吸収合併する

ことといたしました。 

 

２．合併の要旨 

(1) 本合併の日程 

本合併に係る取締役会決議日 2022 年４月 11 日 

合併契約締結日 2022 年４月 11 日 

合併期日 2022 年５月 31 日 

 

（注）本合併は、当社においては会社法第 796 条第２項に定める簡易合併、タマホーム不動産にお

いては会社法第 784 条第１項に定める略式合併に該当するため、いずれも合併に関する株主

総会の承認決議を経ずに行います。 

 

(2) 合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、タマホーム不動産は解散いたします。 

なお、タマホーム不動産は現在債務超過となっておりますが、本合併に先立ち、当社がタマ

ホーム不動産に対して有する債権を放棄し、債務超過状態を解消した後に合併する予定です。 

 

放棄する債権の内容 関係会社長期貸付金および長期滞留債権 

放棄する債権の額  421 百万円（見込み） 

実施日       2022 年５月 30 日（予定） 

 

(3) 本合併に係る割当の内容 

 当社は、タマホーム不動産の全株式を所有しているため、本合併による株式その他の金銭等

の割当はありません。 

 

(4) 消滅会社の新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 



 

３．合併当事会社の概要（2021 年５月 31 日現在） 

 合併存続会社 合併消滅会社 

(1)名称 タマホーム株式会社 タマホーム不動産株式会社 

(2)所在地 東京都港区高輪 

３丁目 22 番９号 

東京都港区高輪 

３丁目 22 番９号 

(3)代表者の役職・氏名 代表取締役社長 

玉木 伸弥 

代表取締役社長 

福田 雅之 

(4)事業内容 住宅・不動産事業 不動産事業 

(5)資本金 4,310 百万円 50 百万円 

(6)設立年月日 1998 年６月３日 2015 年８月４日 

(7)発行済株式数 29,455,800 株 10,000 株 

 

(8)決算期 ５月 31 日 ５月 31 日 

(9)大株主および持株比率 株式会社 TAMAX 38.67％ 

玉木 康裕 2.95％ 

玉木 和惠 2.95％ 

玉木 伸弥 2.95％ 

玉木 克弥 2.95％ 

タマホームグループ従業員持株会 

2.11％ 

タマホーム株式会社 

100％ 

 

(10)直前事業年度の財政状態および経営成績 

 2021 年５月期(連結) 2021 年５月期(単体) 

純資産 26,214 百万円 △354 百万円 

総資産 100,216 百万円 31 百万円 

1 株当たり純資産 887.47 円 △35,436.04 円 

売上高 218,092 百万円 50 百万円 

営業利益または 

営業損失(△) 
10,999 百万円 △61 百万円 

経常利益または 

経常損失(△) 
11,093 百万円 △66 百万円 

親会社株主に帰属する当期純

利益/当期純損失(△) 
7,168 百万円 △66 百万円 

1 株当たり当期純利益 

または当期純損失(△) 
243.35 円 △6,693.88 円 

 

４．合併後の状況 

 本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金、決算期に変更の予

定はありません。 

 

５．今後の見通し 

   本合併は、当社の連結子会社との合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であります。 

 

以上 


